
- 135 -





令 和 ２ 年 度 地 方 財  政 計 画 策
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２ 東日本大震災分 

(1) 復旧・復興事業 

① 東日本大震災に係る復旧・復興事業等の実施のための特別の財政需要等を考慮して交付す

ることとしている震災復興特別交付税については、直轄・補助事業に係る地方負担分等を措

置するため、3,742 億円を確保する。また、一般財源充当分として 86 億円を計上する。 

② 地方債については、復旧・復興事業を円滑に推進できるよう、所要額についてその全額を

公的資金で確保する。 

この結果、地方債計画（東日本大震災分）における復旧・復興事業の規模は、24 億円（普

通会計分 15 億円、公営企業会計等分９億円）とする。 

③ 直轄事業負担金及び補助事業費、地方自治法に基づく職員の派遣、投資単独事業等の地方

単独事業費並びに地方税法等に基づく特例措置分等の地方税等の減収分見合い歳出等につ

いて所要の事業費 8,984 億円を計上する。 

(2) 全国防災事業 

全国防災事業については、地方税の臨時的な税制上の措置（平成 25 年度～令和５年度）に

よる地方税の収入見込額として 756 億円を計上するとともに、一般財源充当分として 335 億円

を計上する。 
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総務省『令和２年度地方団体の歳入歳出総額の見込額』より抜粋
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